
 
平成 27 年 5 月 8日 

各      位 

会 社 名  株式会社プロトコーポレーション 

代表者名  代表取締役社長 神谷 健司 

（東証ＪＡＳＤＡＱ・コード 4298） 

問合せ先  

役職・氏名 取締役 清水 茂代司 

電話 052－934－2000 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成27年5月8日開催の取締役会において、平成27年6月26日開催予定の第37期定時株主総会に、下記

のとおり「定款一部変更の件」を付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

 

１．定款変更の目的  

（１）当社および子会社における今後の事業展開を踏まえ、現行定款第2条（目的）について所要の変更を

行うものであります。 

（２）平成27年5月1日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）において定款の定め

により、業務執行取締役等でない取締役および監査役との間でも責任限定契約を締結することが認め

られたことに伴い、それらの取締役および監査役についても、その期待される役割を十分に発揮でき

るよう、また継続的に有用な人材を確保できるようにするため、現行定款第28条（取締役の責任免除）

および第38条（監査役の責任免除）について所要の変更を行うものであります。なお、現行定款第28

条（取締役の責任免除）の変更につきましては、監査役全員の同意を得ております。 

（３）平成27年5月1日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）において補欠役員の

予選に関する規定の項数が変更されておりますので、現行定款第33条（監査役の任期）について所要

の変更を行うものであります。 

 

２．定款変更の内容 

変更内容は以下のとおりであります。 
    (下線は変更部分) 

現 行 定 款 変  更  案 

第２条（目的） 

 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

(１)        

（条文省略） 

(５)  

(６)車両の修理・査定・検査およびその仲介に関する業務 

 

(７) 

（条文省略） 

(10)  

（新 設） 

 (11) 

（条文省略） 

 (16) 

第２条（目的） 

（現行どおり） 

(１)        

（現行どおり） 

(５)  

(６)車両の修理・整備・点検・査定・検査・部分品の脱着および 

その仲介に関する業務 

(７) 

（現行どおり） 

(10)  

(11)倉庫業および倉庫管理業務 

 (12) 

（現行どおり） 

(17) 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 



第３条 

（条文省略） 

第27条 

第28条（取締役の責任免除） 

（条文省略） 

（新 設） 

 

 

 

 

第29条 

（条文省略） 

第32条 

第33条（監査役の任期） 

  １              （条文省略） 

  ２               （条文省略） 

  ３ 会社法第329条第２項に基づき選任された補欠監査役の選任

決議が効力を有する期間は、選任後４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とする｡ 

４              （条文省略） 

第34条 

（条文省略） 

第37条 

第38条（監査役の責任免除） 

（条文省略） 

（新 設） 

 

 

 

第39条 

（条文省略） 

第47条 

第３条 

（現行どおり） 

第27条 

第28条（取締役の責任免除） 

   １              （現行どおり） 

  ２ 当会社は取締役（業務執行取締役等であるものを除く。） 

との間に、会社法第423条第１項の行為による賠償責任を 

限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に 

基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額と 

する。 

第29条 

（現行どおり） 

第32条 

第33条（監査役の任期） 

   １              （現行どおり） 

  ２              （現行どおり） 

  ３ 会社法第329条第３項に基づき選任された補欠監査役の選任

決議が効力を有する期間は、選任後４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とする｡ 

４               （現行どおり） 

第34条 

（現行どおり） 

第37条 

第38条（監査役の責任免除）    

   １              （現行どおり） 

  ２ 当会社は監査役との間に、会社法第423条第１項の行為に 

よる賠償責任を限定する契約を締結することができる。 

ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に 

定める最低責任限度額とする。 

第39条 

（現行どおり） 

第47条 

 

３．日程 

  定時株主総会開催日    平成 27 年 6 月 26 日 

  定款変更の効力発生日   平成 27 年 6 月 26 日 

 

以  上 

～ ～ 

～ ～ 

～ 

～ 

～ 

～ 


